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電子自治体の目的の一つとして,行政サービスを

向上させ,住民や職員の利便性を高めることがあげら

れる｡これまで,住民と行政との間にあった時間や場

所といった制約は,電子自治体を実現していく中で解

消されつつある｡一方,デジタルデバイドに代表される

情報機器への知識･スキルの不足による制約や,身

体障害者や高齢者にとっての身体的,感覚的な制約

といった新たな課題が発生している｡

欝
はじめに

2001年1月に｢e-Japan戦略+が発表されてから,中央官庁

では基盤システムの整備が進み,インターネットなどのネット

ワーク環境も進展している｡利用者は,いつでも,どこでも

サービスを受けることができるようになり,時間や場所といった

制約が解消されつつある｡特に,外出が難しい障害者にとっ

ては,行政サービスを身近に受けられるツールを得ることにな

確

盛癖

アクセシブルな電子自治体

｢情報ライフライン+となる電子自

治体では,住民･企業用のフロント

オフィスが整備され,すでに電子化

が進んでいるバックオフィスとの連携

が強化される｡このような電子自治

体を実現するソリューションでは.さ

まぎまな課題に対応できるようにア

クセシビリティを高める必要がある｡

このような課題に対応し,いっそう多くの人が電子

自治体の恩恵を受けるためには,利用者の観点から

のアクセシビリティの向上が不可欠である｡そのため

日立製作所は,電子自治体ソリューションとして,住

民･企業を対象とした｢フロントオフィス製品+や自治体

の職員を対象とした｢バックオフィス製品+を開発し,提

供している｡

り,また,自治体の職員には,業務の効率化といった利点が

もたらされる｡

第一段階の｢基盤整備+が達成されつつある中で,2003年

7月に発表された｢e-Japan戦略Ⅱ+では,IT革命の第二段階

として｢ITの利活用+が掲げられた｡今後は,住民に直接

サービスを提供する｢電子自治体+がさらに充実し,住民の

利便性の向上がいっそう図られることになる｡

しかし,システムやサービスを提供しても,住民や職員が

それらを使う際に起こる制約が解消されなくては,利活用に
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はほど遠い｡エビキタス情報社会では,だれもが使えるシステ

ムやサービスが提供されなければならない｡

ここでは,電子行政サービスのアクセシビリティをいっそう向

上するために不可欠な,日立製作所の電子自治体ソリュー

ションについて述べる｡

題
アクセシブルな公共サービスヘの課題

2015年には4人に1人が65歳以【Lの高齢者になると予測さ

れている｡身体障害者数も増加しており,このような一般に

情報弱者と呼ばれる人々に,それぞれの特性に応じた配慮

をし,IT機器を使う際の身体的な制約を解消する必要がある｡

情報にアクセスするという観点では,ITについての知識や

スキルの不足も課題になる｡システムの高度化･多機能化が

進む一方,IT機器の操作が複雑になっている｡また,行政

や地域活動に参画できる限られた人だけがサービスを受けら

れるようでは,十分に利活用できているとは言えない｡これら

の課題を克服し,多くの人が恩恵を一受けられるアクセシビリ

ティの高いシステムやサービスを提供することが重要である｡

最近では,アクセシビリティの向上を目指した標準化や法

制化が進められており,電子自治体の基盤となるウェブサイト

の構築についても標準化が進んでいる｡

題日立製作所のアクセシビリティ向上への取り組み

日立製作所は,電子自治体ソリューションとして,｢住民･

企業+を対象としたフロントオフィス製品と,｢自治体の職員+

を対象としたバックオフィス製品を提供している｡これらの製

品開発では,標準化や法整備などの社会動向を踏まえて,

利用者の視点による発想を持ってアクセシビリティを高める必

要がある(23ページの図参照)｡

各製品の開発にあたっては,設計,営業,ユーザビリティ

やユニバーサルデザインの専門家などが連携し,グループイ

ンタビューやフィールド調査,アンケート調査を通じて,ユー

ザーのニーズを分析している｡また,後述するように,ユーザ

ビリティテスティングを実施したり,設計者やデザイナー自身が

疑似体験したりすることによるアクセシビリティのチェックも行っ

ている｡

｢住民･企業+,｢職員+を対象としたアクセシビリティ向上の

取り組み事例について以下に述べる｡

〃
住民･企業のアクセシビリティ向上

電子自治体で,住民や企業と行政との接点になるのが各
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図1自治体のポータルサイトの画面例

このポータルサイトは,日立公共システムエンジニアリング株式会社の

"VESTIBULE”を用いて構築した例である｡情報ナビゲーション機能やパーソナライ

ズ機能など,住民･企業などの自治体サイト利用者のアクセシビリティを向上する機

能をサポートしている｡

自治体のポータルサイトである｡自治体のホームページは,電

子申請や申告などで利用されることから,ノンストップサービ

スを実現する窓口として重要な役割を担っている｡このような

公共性の高いホームページでは,ユニバーサルデザインを考

慮する必要がある｡日立製作所は,身体障害者や高齢者な

どに配慮すべき点について｢Webユニバーサルデザインガイ

ドライン+l)をまとめており,このガイドラインに基づいてホーム

ページを作成している｡

4.1 電子自治体ポータルサイト構築支援ソフトウエア

"VESTIBULE”

自治体ホームページの構築･運営をサポートするのが,電

子自治体ポータルサイト構築支援ソフトウェア"VESTIBULE

(ヴュステイビュール)''(日立公共システムエンジニアリング株式

会社製)である(図1参照)｡また,結賂,引越し,介護などの

ライフイベントで必要となる情報を自動抽出して,利用者が求

める情報にスムーズに導く｢情報ナビゲーション機能+や,住民

が個々のニーズに応じて自由に情報表示を設定することが

できる｢パーソナライズ機能+など,利用者の利便性を重視し

た機能を充実させている｡さらに,コンテンツ作成･管理機能

により,自治体職員のウェブ運営についての負荷も軽減できる｡

4.2 情報キオスグ`communityStationⅡ”

外出先でのアクセシビリティ向上策の例として,公民館や

図書館などの公共スペースに設置する｢情報キオスク+があ
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図2`lCommunityStationⅢ”

身体障害者や高齢者に配慮し,/＼-ドゥエアとソフトウエア両面からアクセシビリ

ティ向上のための機能をサポートしている｡

る｡日立製作所の``communityStationⅢ”では,受付時間

外でも窓口サービスやイベント情報,施設予約といった地域

に密着したサービスが可能な製品を提供している(図2参

照)｡さらに,視覚障害者には音声ガイダンス,テンキー入力,

点字表示機能のサポートを行い,高齢者や車椅子利用者に

は手すりによる補助,また,聴覚障害者には手話アニメーショ

ンソフドMimehand(マイムハンド)]''での案内など,ハード

ウェアとソフトウェアの両面からアクセシビリティの向上を図っ

ている｡

4.3 デジタルペンソリューション

電子申請の際にキーボード入力ではなく,紙を用いた申請を

窓Hで行いたい申請者には,｢デジタルペンソリューション+

がある｡これによって違和感なく電子申請を利用することが

できる｡受付側はこのソリューションにより,手書き入力がコー

ド化された情報として取り込めるため,効率的な処理を行う

ことができる(この内容については本特集の別論文を参照)｡

霧
自治体職員のアクセシビリティ向上

自治体の職員がメインユーザーとなるバックオフィスのアプ

リケーションでは,アクセシビリティの向上が業務効率の改善

に直接結び付く必要がある｡H‾i‡製作所は,これまでも白治

休業務の効率化をサポートするさまざまな製品やサービスを

提供してきており,これらの製品では,アクセシビリティ向上の

ために次のような点に取り組んでいる｡

(1)画面デザインの統一的な見直し

アクセシビリティ向_卜には,ユーザーが直接操作するアプリ

ケーションのユーザーインタフェースが重要となる｡ユーザー

インタフェースを決定するにあたって考慮すべき重要な要素

には,ユーザー像,使用環境,使用頻度などがある｡そのた

め,ユーザビリティテスティングの手法を用いて,操作性の見

く腱細療浄､

､磯野､

図3ユーザビリティテストの様子

現行システムの改善項目の抽出や,開発したユーザーインタフェースがユーザーに

とって使いやすくなっているかの検証を実施する｡
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図4ユーザビリティテストによつてデザインを改善した画面例

画面構成やボタン形状に一貫性を持たせ.余白やコントラストを十分に取ることに

より,視認性や識別性を向上させた画面デザインとしている｡

直し項目を細川し,画面デザインを修正するというアプローチ

をとった｡この結果,操作性を向上させるとともに,視覚的に

もユーザーに優しい画面をデザインすることができた｡また,

各アプリケーションの共通部分については,統一した画面デ

ザインとすることにより,いっそうの操作惟を向_Lさせた(図3,

4参照)｡

(2)各業務アプリケーション間の連携

職員ひとりひとりの庁内システムへの入り口となる｢職員

ポータル+を開発した｡この職員ポータルはシングルサインオ

ンをサポートしており,共通の入り口から複数の業務アプリケー

ションを利用することができるようになっている｡また,次に述

べる電子決裁基盤の未決情報を表示することにより,職員が

行わなければならない案件を-一目で見ることができる(図5

参照)｡

(3)統一的な電子決裁基盤

バックオフィスの各業務(人事給与,財務会計,文書管理

など)で取り扱う対象が,職員情報,財務情報,行政文書情

報と多岐にわたっていても,意思決定(承認,決裁,合議,

審査など)のプロセスは制度化され,統一的に処理すること

lほ評歯2003.12125
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図5｢職員ポータル+による業樺の統合

利用者情報の一元管理やシングルサインオンを実現している｡

が可能である｡

これらバックオフィス系業務についての操作の連携や統一,

業務間の情報の連携(最終的には行政文苦情報として保

管1古用)によって統合された内部事務は,自治体における

BPR(Business Process Reengineering)の推進に供する

ことができる｡

また,職員情報を統合管理することにより,これまで業務ア

プリケーションごとに行っていた異動情報などが一元化される

ため,システム管理者の負荷を軽減することができる｡

霹
おわりに

ここでは,日立製作所が電子自治体ソリューションとして提

道を通りやすくする｡

既存のアクセスを

いっそう安心して使いやすくする｡

･電子自治体ポwクルサイト構築
支援ソフトウェア"VEST18ULE''

･情報キオスク
"Communi吋StationⅡ''

●手言責アニメーションソフト
"MimehandⅡ” など

住民

･電子窓口アプリケーション群
●住民ポータル

●電子申請 など

コミュニティ

新しい道を作る｡

新たな安心･便利を

提供する｡

●デジタルペンソリューション

･コミュニティメディアシステムなど

職員

斗
●庁内業務アプリケーション群

･職員ポータル,電子決裁基盤

･総合文書管理システム
`lロPl/ep】S】mO” など

図6アクセシビリティを高める日立製作所の電子自治体ソリュー
ション群

アクセシビリティ向上には,二つのアプローチがある｡

26l‖紺歯2003･12

供している｢フロントオフィス製品+と｢バックオフィス製品+につ

いて述べた｡

電子自治体でのアクセシビリティの向上には,二つのアプ

ローチがある｡･･つは,住民が安心して利用できるように,

既存アクセスの利便性を高めること,つまり｢道をより通りやす

くする｡+ことである｡もう一つは,新たな安心･便利を提供す

ること,つまり｢新しい道を作る｡+ことである｡自治体ポータル

サイトや情報キオスクのように,いっそう安心して使いやすくす

ることだけではなく,デジタルペンのような新しいアクセス手段

を提供することも必要である｡これら二つのアプローチからア

クセス手段を提供することにより,住民･企業,自治体職員

(行政),そして地域全体がトータルに活性化された社会こそ

が,これからの電子自治体の姿であると言える(図6参照)｡

日立製作所は,これからも,アクセシビリティ向上の観点を

取り入れた電子自治体ソリューションを提供していくことによ

り,さまざまな人がいっそう安心して便利に暮らせる社会の実

現に貢献していく考えである｡
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